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株主は裁判所に清算委員会の指定成立を請求できるか

事実経緯

　2008年2月8日、黄氏と蔡氏は協議を経てそれぞれ25万元を投資して瑞祥会社を設立し、会社定款を策定し、且つ企業法人営業許可証を受領した。

　2009年12月、同社は企業年度検査の未参加で工商行政管理機関に営業許可証を取消されたが、黄氏と蔡氏は会社の清算を行わなかった。

　2010年6月14日、黄氏は蔡氏が会社の財産を多く占有したと考え、弁護士に蔡氏宛弁護士書簡を依頼し、会社の剰余資産を整理、分配するよう求めたが、蔡氏に断れた。

　その結果、黄氏は江蘇省通州市裁判所に提訴し、蔡氏に対し、自分と清算委員会を設立させ、会社の清算義務を果たすよう請求した。

判決

　裁判所は、会社が営業許可証が取消された後、その株主が裁判所に清算委員会の設立指定を請求する権利を有するか否かについて、法律上には明確に定められていないが、会社が営業許可証を取消された状況において、黄氏が株主として会社清算を請求することは「会社法」の関連規定に合致していると認め、「会社法」第183条に基づき、蔡氏と黄氏に対し、判決書の発効日より15日以内に瑞祥会社の清算委員会を成立させ、法により清算を行う。上記の期限を過ぎて清算を行わない場合、裁判所は清算を委託し、清算費用は黄氏、蔡氏がそれぞれ半分を負担すると判決を下した。

コメント

１、「会社法」第183条に基づき、期限を過ぎても清算委員会を成立させて清算を行わない場合、債権者は裁判所に対し、関係者を指定して清算委員会を成立させて清算を行うよう申請することができる。また、債権者のほか、会社の利害関係者としての株主、従業員等は裁判所に対し、関係者を指定して清算委員会を成立させて清算を行うよう請求することもできるかどうかについて、筆者は上記債権者の概念を拡大解釈し、株主等その他の会社の利害関係者は裁判所に請求し、清算委員会を指定正立させてもらうよう確定すべきと考えている。

２、「会社法」の規定に基づき、会社は工商行政管理機関に営業許可証を取消されていたことは会社の法定解散の事由の一つであるため、その場合において会社は清算を行わなければならない。会社は解散後、その全ての対外的財産関係が不確定な状態にあり、こうした状態が債権者の債権実現に影響を及ぼし、債権者の利益のみならず、社会の取引秩序の安定にも悪影響を与えるため、早期解決することが必要である。従って、債権者は会社が法により清算活動を行わない場合、裁判所に対し清算委員会を成立させて清算を行うよう請求することができる。然し、債権者のみならず、会社の利害関係者としての株主、従業員及び税務機関等も清算活動と直接の利害関係を有している。債権者しか裁判所に清算委員会の指定成立を請求できないのは平等保護の基本原則に反することになっている。

３、「会社法」第182条に基づき、会社が経営困難に陥っている場合、株主は会社解散訴訟を提起することができ、これによって裁判所は会社解散を命じることができる。しかし、これら会社は経営機能が麻痺であるため、清算を迅速且つ有効的に行えない状況が少なくない。故に、該当規定に合わせて、株主は会社が解散の判決を受けた後、裁判所に対し清算委員会を指定設立させて会社を清算するよう決めなくてはならない。


全国範囲に渉る集約徴税の展開について
税関総署は、2015年7月24日付け「全国範囲における集約徴税の展開について」（以下、公告という）を公布し、2015年7月27日より実施する。本稿では、これらの要点について取り纏めます。

1、背景

政府の貿易増を促進する方針を貫徹し、貿易利便性を高め、通関コストを減少させるため、2013年10月から、テストを指定された28箇所税関にわたる81社企業が、150億元を集約徴税され、通関書類6.4万通に及んで明らかな成果を取り上げたことを踏まえ、税関総署は、全国範囲に渉って条件に満たす輸出入納税義務人による一定の期間内で何度も輸出入した貨物の納付すべき税金に対して、集約徴税の展開を決定した。

2、適用条件

集約徴税モデルを適用する企業は輸出入通関申告書記載の経営者とし、且つ下記の条件に該当するものとする。

①税関税金電子支払いシステムのユーザー

②企業類別が一般認証及びそれ以上

③前年度の月平均納税回数が4回以上

④企業は申告の規範要求に該当し、税関書類審査に必要な資料と情報を提供し、税関税収徴収管理法令法規を遵守し、規定通りに納税すること

⑤その他集約徴税の不適用の事項がない。

銀行担保の条件

集約徴税企業に総担保を提供する銀行は下記の条件を備えるものとする。

①良好な資産信用及び比較的大きな資産規模を具備すること

②税関税金入庫の遅延の無こと

③企業が担保期間内に輸出入貨物の納税すべき税金、滞納金の担保責任を十分、且つ期間通りに負うこと

税関と保証状真偽審査メカニズムを作り上げること

4、登録地所管税関

企業は、登録地の直属税関関税職能部門（以下、「属地関税職能部門」という）に集約徴税の展開を申し立て、「集約徴税企業専項評価表」（以下、「評価表」という）を提出し、集約徴税を展開する予定の１つ又は複数の直属税関を列挙する。

　属地関税職能部門は申立を受理後、15営業日以内に企業の資産信用について専門評価を行い、担保の適用範囲を確認し、企業情報届出を完成させるものとする。特殊な状況の場合、評価期間は15営業日を延長することができる。

5、税金の集約支払

企業は毎月5営業日目までに先月の納付すべき税金の集約納付を完成させるものとし、電子納付担保方式を再選択することができないとする。

　税金は原則として年を跨いで納税してはならない。

企業は公告第八条に従って税金を納付しない場合、税関は直ちに企業に対し納税義務履行通知を送達する。企業が税金追徴書記載の期限までに納税しない場合、税関は保証金の税金転換手続を行い、又は担保銀行に納税担保義務を履行するよう通知する。

6、集約徴税資格の取消

企業が下記のいずれかに該当する場合、属地関税職能部門はその集約徴税の資格を取り消し、「集約徴税作業モデル適用取消告知書」を発行する。

①公告第一条記載の税関管理規定に違反すること

②一事業年度に第八条に従って税金を納付しないことが2回以上に達したこと

③税金の過少納付や納付漏れなどの税収徴収管理リスクが存在すること

7、保証状の拒否

担保銀行が下記のいずれかに該当する場合、属地関税職能部門はその発行する保証状を受け入れない。

①資金償還能力を備えないこと

②税関税金の納付遅延

③担保賠償責任履行を拒否すること

④税関税収徴収管理に協力しないこと


	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	税関総署の「全国範囲に渉る集約徴税の展開について」『重要法規解説』をご参照下さい）
	2015/07/27

	2
	全人代常委会の「中華人民共和国国家安全法」
	2015/07/01

	3
	国家発展改革委員会の「「インフラ施設と公共事業特許経営管理弁法」の実施貫徹に関する通知」
	2015/07/08

	4
	国家質量監督検験検疫総局の「国境税関衛生許可関連事項の調整に関する公告」
	2015/07/09

	5
	最高裁の「「最高裁の被執行人高消費の制限に関する若干規定」の修正に関する決定」
	2015/07/22

	6
	最高裁の「刑事案件判決、裁定の執行拒否の法律適用に関するする若干問題の解釈」
	2015/07/22

	7
	国家税務総局の「増値税領収書システム更新版電子領収書試行工作関連問題に関する通知」现行有效外汇管理主要法规目录（截至2013年7月31日）


	2015/08/01

	8
	中国銀行業監督管理委員会の「中華人民共和国外資銀行管理条例実施細則」
	2015/09/01

	9
	人力資源部社会保障部、財政部の「労災保険費調整政策に関する通知」


	2015/10/01
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